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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期 

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

売上高（千円） 15,291,179 16,115,870 18,522,199 27,466,677 23,532,290 

経常損益（千円） △461,853 188,350 518,504 5,248,038 1,023,958 

当期純損益（千円） △351,586 34,777 141,256 2,609,293 480,867 

純資産額（千円） 7,103,398 7,117,797 7,407,028 10,002,685 10,577,389 

総資産額（千円） 20,641,232 18,791,131 19,998,774 24,329,767 23,433,662 

１株当たり純資産額（円） 257.38 257.92 268.40 361.84 383.42 

１株当たり当期純損益
（円） 

△12.74 1.26 5.12 93.84 17.43 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 34.4 37.9 37.0 41.1 45.1 

自己資本利益率（％） △4.8 0.5 1.9 30.0 4.7 

株価収益率（倍） － 83.3 122.66 15.24 29.83 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー（千円） 

1,516,724 1,016,365 2,416,823 3,782,845 △1,329,094 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー（千円） 

△1,123,776 △393,075 △429,320 △545,720 △785,304 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー（千円） 

△82,909 △300,190 △181,554 △2,790,033 △277,208 

現金及び現金同等物の期末
残高（千円） 

2,728,353 3,051,453 4,857,402 5,304,494 2,912,888 

従業員数（人） 354 348 321 296 338 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３．平成15年３月期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

  

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期 

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

売上高（千円） 13,187,266 14,464,028 16,944,882 25,866,254 21,895,191 

経常損益（千円） △374,071 216,166 540,349 5,208,325 942,301 

当期純損益（千円） △252,655 74,018 166,273 2,627,003 433,044 

資本金（千円） 3,630,000 3,630,000 3,630,000 3,630,000 3,630,000 

発行済株式総数（株） 27,600,000 27,600,000 27,600,000 27,600,000 27,600,000 

純資産額（千円） 6,922,827 6,974,982 7,288,306 9,901,421 10,427,576 

総資産額（千円） 19,802,367 18,291,348 19,630,600 24,080,001 22,756,602 

１株当たり純資産額（円） 250.84 252.74 264.10 358.17 377.99 

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当
額） 
（円） 

－ 
（－）

3.00
（－）

3.00
（－）

10.00
（－）

5.00 
（－）

１株当たり当期純損益
（円） 

△9.15 2.68 6.03 94.48 15.70 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益（円） 

－ － － － － 

自己資本比率（％） 35.0 38.1 37.1 41.1 45.8 

自己資本利益率（％） △3.5 1.1 2.3 30.6 4.3 

株価収益率（倍） － 39.18 104.15 15.14 33.12 

配当性向（％） － 111.9 49.8 10.6 31.9 

従業員数（人） 249 248 230 211 246 



２【沿革】 

  

 

昭和９年２月 中央電気株式会社（電力供給と設備提供）と秩父電気工業株式会社（合金鉄製造技術提供）の

共同出資により中央電気工業株式会社を設立し、本社を東京都中央区京橋に置く 

田口工場（現妙高工場 新潟県）で電気炉による合金鉄の製造を開始 

昭和16年11月 電解金属マンガンの製造設備完成 

昭和20年５月 本社を現在地に移転 

昭和24年７月 新潟証券取引所に上場 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和44年12月 鹿島工場（茨城県）の建設に着手 

昭和45年11月 鹿島工場１号電気炉（40,000KVA）完成 

昭和49年２月 中電産業株式会社（現連結子会社）を設立 

昭和49年３月 鹿島工場２号電気炉（50,000KVA）完成 

昭和51年８月 有限会社越後商事（中電エンタープライズ株式会社）を設立 

昭和59年３月 田口工場（現妙高工場）に酸化水酸化マンガンの製造設備完成 

昭和61年９月 田口工場（現妙高工場）に化成二酸化マンガンの製造設備完成 

平成元年７月 鹿島工場に炭酸亜鉛の製造設備取得 

平成３年１月 田口工場（現妙高工場）に四三酸化マンガン及び高級化学二酸化マンガンの製造設備完成 

平成４年１月 田口工場（現妙高工場）に水素吸蔵合金製造設備完成 

平成５年６月 中電興産株式会社（現連結子会社）を設立 

平成７年11月 一般廃棄物処理業開始 

平成14年４月 中電産業株式会社と中電エンタープライズ株式会社は中電産業株式会社を存続会社として合併 

平成14年６月 産業廃棄物処分業、特別産業廃棄物処分業開始 

平成16年10月 鹿島工場に廃棄物溶融リサイクルセンター完成 



３【事業の内容】 

 当企業集団は、住友金属工業㈱（その他の関係会社）と中央電気工業㈱（当社）及び当社の子会社（中電産業㈱、㈲中産建

設、中電興産㈱）とで構成されている。 

 事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。 

  

住友金属工業㈱・・・鉄鋼・非鉄金属及びそれらの合金の製造及び販売等であり、当社は同社から原材料等の一部を購入して

おり、当社製品の一部を同社へ販売している。 

当社 ※１、２・・・フェロマンガン、シリコマンガン等の合金鉄と、硫酸マンガン、炭酸マンガン並びに水素吸蔵合金等の

機能材料の製造、販売。 

中電産業㈱（連結子会社）※３・・・土木・建築業及び建築資材の製造、当社の設備補修等をしている。 

㈲中産建設（非連結子会社）※３・・・土木・建築業をしている。 

中電興産㈱（連結子会社）※１、２・当社製品の一部の販売並びに当社原料等の一部の購入をしており、又、当社工場内の諸

作業、並びに焼却灰他の運送を行っている。 

  

※１・・・合金鉄事業 

※２・・・機能材料事業 

※３・・・土木建築関連事業 

 以上の事業は「第５ 経理の状況 １(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一で

ある。 

  

 なお、住友商事㈱（提出会社の主要株主）を通じて当社製品の一部販売、並びに当社原材料の一部購入を行っている。 

 当社及び関係会社の状況を図示すると次のとおりである。 

  

 
上記以外の非連結子会社：㈲中産建設 

 



４【関係会社の状況】 

 （注）上記の「その他の関係会社」は、有価証券報告書を提出している。 

  

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものである。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3）労働組合の状況 

 中央電気工業労働組合は日本鉄鋼産業労働組合連合会に加盟し、組合員数は平成18年3月31日現在191人でユニオンショップ

制である。 

 なお、会社とは相互の信頼関係を基調として円満に推移している。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の
内容 

議決権の所
有割合又は
被所有割合 
（％） 

関係内容 

(連結子会社)     

中電産業㈱ 新潟県妙高市 67,000 
土木建築関連
事業 

100.0
当社の設備補修等をしている。
役員の兼任等・・有り 
設備の賃貸借・・有り 

中電興産㈱ 茨城県鹿嶋市 10,000 
合金鉄事業
  
機能材料事業 

100.0

当社の製品を販売し、原材料等
の購入をしている。 
当社の工場内諸作業をしてい
る。 
当社が処理している焼却灰他の
運送をしている。 
役員の兼任等・・有り 
設備の賃貸借・・有り 

(その他の関係会社)     

住友金属工業㈱ 大阪市中央区 262,072,369 鉄鋼事業 29.4
当社の製品を販売し、原材料等
の購入をしている。 

  平成18年3月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

合金鉄事業 １６０   

機能材料事業 ９０   

土木建築関連事業 ６８   

全社（共通） ２０   

合計 ３３８   

    平成18年3月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

２４６ ４４．２ ２１．３ ５，４６２，３９５ 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 我が国経済は、原料、燃料価格の上昇などがあったものの、個人消費の増加と企業収益の改善及び民間設備投資の回復など

により、総じて緩やかな回復を続けてきた。 

 事業別の営業の状況は次のとおりである。 

  

（合金鉄事業） 

 合金鉄の需要先である鉄鋼業界では、国内向けの堅調な需要に支えられ、当連結会計年度の粗鋼生産量は1億1270万トンの高

水準となった。 

 鉄鋼業の好調な生産状況を背景に合金鉄の需要は旺盛であり、安定操業に基づく安定供給により販売数量は堅調に推移して

いる。 

 販売価格については、一昨年度末から世界的な需要増加を背景として急騰した合金鉄の国際市況は、海外諸国の設備増強に

よる増産とそれによる在庫増加により前年下期以降急激に下落し、第2四半期以降低位のまま推移した。国際市況は第4四半期

にようやく回復の兆しが見えてきたが、改善幅は小さく低水準に止まった。その結果、当連結会計年度の販売価格は前連結会

計年度に比べ大きく下落した。コスト面では、原材料のマンガン鉱石、コークス及び原料輸送費が上昇し大きなコストアップ

となった。 

 また、環境事業については、事業分野の拡大により溶融固化処理量が増加している。 

 以上の結果、合金鉄事業の売上高は17,659,760千円（前年同期比13.6％減）、営業利益は1,295,351千円（前年同期比75.6％

減）となった。 

 また、ハイカーボンフェロマンガン用の鹿島工場１号電気炉の建設以来初の大規模改修工事を来年度上期に実施することと

した。これは、今後予想される合金鉄の需要増加に備え老朽設備の一新を行ない、生産量の増加に加え、より一層の安定稼動

と炉命延長及びそれらによる製造コスト低減を図るものである。 

  

（機能材料事業） 

 水素吸蔵合金は、自動車電池用ではハイブリッド車の増加に伴う需要拡大により販売数量が増加したが、汎用用途や輸出品

では中国品との競争激化により販売数量が減少し、水素吸蔵合金合計の販売数量は前連結会計年度に比べ減少した。 

 以上の結果、機能材料事業の売上高は前連結会計年度に比べ増加し4,502,122千円（前年同期比20.8％減）、営業損失は

249,590千円（前年同期の営業損失12,157千円）となった。 

  

（土木建築関連事業） 

 土木建築事業では、上信越地区における公共事業並びに民間土木工事を主体としている。事業環境の厳しさは続いている

が、当事業の売上高はほぼ前連結会計年度並みとなった。 

 以上の結果、売上高は1,370,408千円（前年同期比2.4％増）、営業利益は12,853千円（前年同期比3.3％減）となった。 

  

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は23,532,290千円（前年同期比14.3％減）、経常利益は1,023,958千円（前年同期比

80.5％減）、当期純利益は480,867千円（前年同期比81.6％減）となった。 

なお、実施を決定した鹿島工場1号電気炉の改修工事により、平成18年度上期に発生の見込まれる設備除却損失等190,000千円

を当中間連結会計期間末に特別損失として計上している。 

 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、法人税等の支払が大幅に増加したことによ

り、前連結会計年度末に比べ2,391,606千円減少し、当連結会計年度末は2,12,888千円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動に使用した資金は1,329,094千円となった。これは主に法人税等の支払等によりキャッシュアウトフローが増加し

たこと及び税金等調整前当期純利益が減少しキャッシュインフローが減少したことによるものである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は、前連結会計年度に比べ239,584千円増加し785,304千円となった。これは主に設備投資支出が

増加したことによるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、前連結会計年度に比べ2,512,825千円減少し277,208千円となった。これは主に借入金の返済

が無かったことによるものである。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によって表示している。 

２．上記の金額に消費税等は含まれていない。 

  

(2）受注実績 

 当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．合金鉄事業及び機能材料事業については受注生産を行っていない。 

２．上記の金額に消費税等は含まれていない。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

３．上記の金額に消費税等は含まれていない。 

４．住金物産㈱は当連結会計年度より総販売実績に対する割合が100分の10を超えないため記載を省略している。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

合金鉄事業 １１，２７８，５８６ △１５．３ 

機能材料事業 ４，４５３，４００ △２２．５ 

土木建築関連事業 １，２４４，４７１ △３．３ 

合計 １６，９７６，４５７ △１６．６ 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

土木建築関連事業 1,395,808 +8.5 292,100 +9.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

合金鉄事業 １７，６５９，７６０ △１３．６ 

機能材料事業 ４，５０２，１２２ △２０．８ 

土木建築関連事業 １，３７０，４０８ ＋２．４ 

合計 ２３，５３２，２９０ △１４．３ 

相手先 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

住友商事㈱ 10,596,286 38.6 8,377,023 35.6 

住友金属工業㈱ 5,080,796 18.5 4,754,960 20.2 

住金物産㈱ 2,813,883 10.2 － － 



３【対処すべき課題】 

 合金鉄事業では、鉄鋼業界は好調な粗鋼生産の継続により、引き続き高水準の需要が続くものと思われる。販売価格について

は、国際市況は在庫調整が進んだことにより回復の兆しが見えるが、足取りは重く、本格的回復には今しばらくの時間がかかる

ものと思われる。 

 環境事業は順調に推移しており、溶融固化処理量は当連結会計年度並みの水準を維持できる見込みであり、更なる処理量の増

加に努めていく。 

 機能材料事業は、ハイブリッド車電池用水素吸蔵合金の需要増加は見込まれるが、民生用は中国市場での価格競争が激化して

いる。水素吸蔵合金は、価格、品質面での競争が続くと予想され、事業環境は依然厳しいものの、成長分野への対応を更に強化

し、販売数量の増加と合理化により収益改善を行なっていく。 

  

 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載している。当

社は、これらのリスクの存在を認識した上で、その回避及び顕在化した場合の対応に努める所存である。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれているが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断したものである。 

  

（１）市況変動リスク 

 当社グループにおいては、合金鉄事業及び機能材料事業について、国際市況を基準として製品の販売及び原料の購入を行って

いる。両事業を取り巻く需要・供給環境、原材料事情が世界的に流動的であり、これらによって両事業の国際市況が急変する可

能性がある。 

  

（２）競合について 

 当社グループにおいては、合金鉄事業及び機能材料事業について、国内及び海外メーカーとの価格競争が激化することによ

り、販売価格が著しく下落する可能性がある。また、機能材料事業においては、主力製品である水素吸蔵合金に代わる新技術・

製品が開発されることにより、販売数量が減少する可能性がある。 

  

（３）為替変動リスク 

 当社グループの業績及び財政状況は、為替相場の変動によって影響を受ける。為替変動は、当社グループの外貨建取引から発

生する資産及び負債の日本円換算額に影響を与える可能性がある。また、為替動向は外貨建で取引されている製品及び外貨建の

国際市況を基準として取引されている製品の日本円換算額及び売上高にも影響を与える可能性がある。さらに、為替動向は外貨

建で取引されている原料の購入価格及び製造コストにも影響を与える可能性がある。 

  

（４）原料調達リスク 

 当社グループは、合金鉄事業及び機能材料事業において、海外から原料調達を行なっている。原料に関わる需給環境の悪化、

或いは原料調達先の貿易政策変動等により、原料調達に障害が生じる可能性がある。 

  

（５）金利変動リスク 

 当社グループは金利の変動によって影響を受ける。金利変動は、当社グループの営業費用全体及び資産価値並びに負債、特に

借入金の金利負担に影響を与える可能性がある。かかる金利変動リスクは、当社グループの事業経費の増加、資産価値の下落ま

たは負債に関する金利負担の増大を招く可能性がある。 

  

（６）退職給付 

 当社グループは日本の会計基準に従い、未積立の退職給付債務を処理しているが、当社グループにおける退職給付制度及び退

職給付債務の計算の基礎に関する事項（割引率、期待運用収益率等）について再検討する必要が生じる可能性及び今後年金資産

の運用環境等の悪化等から数理計算上の差異が発生する可能性もある。これらの場合、未積立退職給付債務の増加等、費用処理

される債務金額が増加することにより、当社グループの経営成績が悪影響を受ける可能性がある。 

 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループは、分野別に研究開発部門を設け、新製品の開発及び生産技術の開発並びに製造プロセスの改善・効率化及び品

質改善活動を積極的に行っている。 

 合金鉄事業においては、廃棄物焼却炉灰溶融固化事業として、溶融固化スラグを道路用材として有効利用するために不可欠な

標準化の検討・推進を行っている。 

 機能材料事業においては、主として水素吸蔵合金及びマンガン系無機化学品の材料開発を行っている。特に水素吸蔵合金の開

発では、ハイブリッド自動車などに用いられるニッケル水素電池用の材料に注力している。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は153,318千円である。 

  

  

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度に比べ2,095,860千円減少し15,485,618千円となった。これ

は主に平成18年度上期に実施予定の鹿島工場１号電気炉の大規模改修工事に備え製品在庫の積上げを実施したこと等により

棚卸資産が486,819千円増加したが、法人税等の支払等により現金及び預金が2,391,606千円減少したこと及び売上高減少に

より受取手形及び売掛金が141,438千円減少したことによるものである。 

  

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度に比べ1,199,755千円増加し7,948,044千円となった。これ

は主に有形・無形固定資産の減価償却費567,694千円及び有形固定資産が除却による47,446千円の減少があったが、有形・無

形固定資産が取得により1,212,423千円増加したこと及び投資有価証券が時価評価等により626,904千円増加したことによる

ものである。 

  

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度に比べ1,035,391千円減少し11,307,285千円となった。これ

は主に固定負債である長期借入金の返済期日が一年内を迎えたことにより、一年内返済予定長期借入金が500,000千円増加し

たこと及び平成18年度上期に実施予定である鹿島工場1号電気炉の改修工事についての引当金を190,000千円計上したが、税

金等調整前当期純利益等の減少により未払法人税等が1,967,711千円減少したことによるものである。 

  

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度に比べ435,418千円減少し1,548,988千円となった。これは

主に長期借入金の返済期日が一年内を迎えたことにより、一年内返済予定長期借入金へ振替えたため長期借入金が500,000千

円減少したことによるものである。 

  

（資本） 

 当連結会計年度末における資本の残高は、前連結会計年度に比べ574,704千円増加し10,577,389千円となった。これは主に

配当金275,883千円、役員賞与20,000千円により利益剰余金が295,883千円減少したが、当期純利益を480,867千円計上したこ

とにより利益剰余金が184,984千円増加したこと及びその他有価証券評価差額金が時価評価等により391,045千円増加したこ

とによるものである。 

  

（２）キャッシュ・フローの分析 

 「１ 業績等の概要、（２）キャッシュ・フローの状況」を参照 

  

（３）経営成績の分析 

 「１ 業績等の概要、（１）業績」を参照 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、当連結会計年度においては、合金鉄事業を中心に1,212,423千円の設備投資を実施した。 

 各事業の種類別セグメントにおける設備投資は、合金鉄事業においては1,115,168千円であり、主な設備投資は灰溶融固化設備

改造工事及び職場環境整備工事である。また、機能材料事業においては維持更新を中心に89,055千円である。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける当連結会計年度末現在の主要な設備は、次のとおりである。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品並びに建設仮勘定の合計額である。 

２．上記の金額に消費税等は含まれていない。 

３．上記の他、主要なリース設備として、合金鉄事業に廃棄焼却炉灰溶融固化設備がある。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は以下のとおりである。 

 重要な改修 

  

事業所別 
  
  
区分 

提出会社 国内子会社 

鹿島工場
茨城県鹿嶋市 

妙高工場
新潟県妙高市 

中電産業㈱ 
新潟県妙高市 

事業の種類別セグメントの名称 合金鉄事業 機能材料事業 土木建築関連事業 

設備の内容 合金鉄製造設備 機能材料製造設備 土木建築関連設備 

帳簿価額 

建物及び構築物（千円） 1,468,025 662,928 6,887 

機械装置及び運搬具（千円） 1,590,789 485,026 19,362 

土地（千円） 
（面積㎡） 

691,336
（173,968） 

187,297
（157,428） 

14,350 
（7,384） 

その他（千円） 401,161 23,731 1,446 

合計（千円） 4,151,311 1,358,982 42,045 

従業員数（人） 136 73 68 

会社名 事業所名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月 

総額 既支払額 着手 完了 

提出会社 鹿島工場 
茨城県
鹿嶋市 

合金鉄事業
1号電気炉改

修 
百万円

1,300 
百万円

－ 
自己資金 平成18.7 平成18.8 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成10年６月26日の定時株主総会において、定款の変更を行い、次のとおりとなった。 

当会社の発行する株式の総数は96,000,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）有償一般募集  3,600千株 

発行価格    1,349円 

資本組入額    675円 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式13,078株は、「個人その他」に13単元及び「単元未満株式の状況」に78株含まれている。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、7単元含まれている。 

  

 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 96,000,000 

計 96,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年3月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年6月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,600,000 27,600,000
東京証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 27,600,000 27,600,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成元年12月27日 3,600 27,600 2,430,000 3,630,000 2,426,400 2,451,754

    平成18年3月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
外国法人等
のうち個人 

個人その他 計 

株主数（人） 1 7 34 77 23 － 4,265 4,407 － 

所有株式数
（単元） 

44 2,864 632 12,307 308 － 11,351 27,506 94,000 

所有株式数の
割合（％） 

0.16 10.38 2.29 44.59 1.12 － 41.46 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」の株式数欄には、証券保管振替機構名義の株式が、7,000株含まれている。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数7個が含まれている。 

  

 

    平成18年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

住友金属工業株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 8,084 29.29 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海一丁目８番１１号 2,978 10.79 

三井住友海上火災保険株式会
社 

東京都中央区新川二丁目２７番２号 1,200 4.35 

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番１
０号 

1,166 4.22 

岡邉 博昭 兵庫県尼崎市 610 2.21 

住金物産株式会社 大阪府大阪市北区中之島二丁目２番７号 600 2.17 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目１８番２４号 432 1.57 

ティージー・エンタープライ
ズ株式会社 

東京都港区芝四丁目９番４号 255 0.92 

前泉 澤央 兵庫県西宮市 140 0.51 

紙本 正文 愛媛県新居浜市 115 0.42 

計 － 15,580 56.45 

  平成18年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式13,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式27,493,000 27,493 － 

単元未満株式 普通株式94,000 － － 

発行済株式総数 27,600,000 － － 

総株主の議決権 － 27,493 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項なし。 

  

２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項なし。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項なし。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項なし。 

  

３【配当政策】 

 当社は、将来の収益基盤強化と新たな事業展開に備えるため内部留保の充実に努めるとともに、配当については、収益状況に

見合った安定的な配当の継続を基本方針としている。 

 当期の配当については1株につき5円とした。 

 内部留保資金については、経営基盤の確立とコスト競争力の強化に有効投資していきたいと考えている。 

  

 

    平成18年3月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中央電気工業㈱ 
新潟県妙高市大字
田口272番地 

13,078 － 13,078 0.05 

計 － 13,078 － 13,078 0.05 

  平成18年6月29日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 東京証券取引所における市場第二部相場である。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 東京証券取引所における市場第二部相場である。 

  

 

回次 第106期 第107期 第108期 第109期 第110期 

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 

最高（円） 223 179 650 1,485 1,449 

最低（円） 85 65 100 510 405 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年1月 平成18年2月 平成18年3月

最高（円） 693 715 620 630 580 533 

最低（円） 640 546 541 510 405 475 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役
社長 

  染谷 良 昭和23年６月３日生

昭和46年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成６年６月 同社鹿島製鉄所鋼材技術管理

部長 

平成９年６月 同社鋼板事業部厚板技術部長 

平成14年４月 同社常務執行役員 

平成15年４月 同社常務執行役員エンジニア

リングカンパニー建設エンジ

ニアリング事業部長 

平成18年４月 当社顧問 

平成18年６月 代表取締役社長（現） 

１０ 

常務取締役 環境事業部長 上埜 秀明 昭和20年３月８日生

昭和45年11月 当社入社 

昭和63年４月 鹿島工場次長 

平成７年10月 鹿島工場長 

平成８年10月 鹿島工場長兼環境事業部長 

平成９年６月 取締役鹿島工場長兼環境事業

部長 

平成15年６月 常務取締役鹿島工場長兼環境

事業部長 

平成17年４月 常務取締役環境事業部長

（現） 

２ 

常務取締役   玉越 靖彦 昭和27年11月24日生

昭和50年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成８年６月 同社鹿島製鉄所総務部次長 

平成10年６月 同社鉄鋼事業本部原料部次長 

兼金属炉材室長 

平成12年６月 同社鉄鋼事業本部原料部長 

平成12年６月 当社監査役 

平成14年４月 同社鋼板・建材カンパニー原

料部長 

平成17年６月 当社取締役 

平成18年６月 常務取締役（現） 

２ 

取締役 合金鉄営業部長 安藤 繁晴 昭和23年９月５日生

昭和46年４月 当社入社 

平成４年７月 営業第一部次長 

平成８年４月 鹿島製品営業部長 

平成12年６月 取締役鹿島製品営業部長 

平成13年１月 取締役合金鉄営業部長（現） 

２ 

取締役 総務部長 力久 勉 昭和23年１月２日生

昭和46年４月 当社入社 

平成６年４月 総務部次長 

平成８年４月 総務部長 

平成14年６月 取締役総務部長（現） 

２ 

取締役 
機能材料事業部長 
機能材料技術部長 

菅田 善昭 昭和27年９月２日生

昭和51年４月 当社入社 

平成９年４月 機能材料営業部次長 

平成12年６月 機能材料営業部長 

平成13年６月 田口工場製造部長兼ＭＨ課長 

平成15年２月 田口工場製造部長 

平成15年４月 支配人 

平成16年１月 支配人兼機能材料技術部長 

平成16年４月 機能材料事業部長兼機能材料

技術部長 

平成17年６月 取締役機能材料事業部長兼機

能材料技術部長（現） 

２ 



 （注） 監査役谷水一雄、中岡 誠は会社法第2条第16号に定める「社外監査役」である。 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役 
（常勤） 

  岡本 進 昭和22年３月24日生

昭和44年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成５年６月 同社新材料事業部企画部長 

平成７年６月 当社田口事業部長付 

平成７年10月 機能材料営業部長 

平成11年６月 取締役企画部長 

平成16年６月 取締役 

平成17年６月 監査役（現） 

２ 

監査役   徳田 誠 昭和20年３月28日生

昭和44年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成６年６月 同社直江津製造所副所長 

平成９年６月 当社取締役 

平成11年６月 常務取締役田口工場長兼電池

材料開発部長 

平成12年６月 常務取締役田口工場長 

平成14年６月 常務取締役 

平成18年６月 監査役（現） 

２ 

監査役   谷水 一雄 昭和33年12月19日生

昭和56年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成７年10月 同社シドニー事務所長 

平成11年９月 同社鉄鋼事業本部原料部燃料

室長 

平成15年６月 同社鋼板・建材カンパニー原

料部鉱石室長 

平成16年６月 同社鋼板・建材カンパニー原

料部次長兼鉱石室長 

平成17年６月 当社監査役（現） 

平成17年６月 同社鋼板・建材カンパニー原

料部長（現） 

－ 

監査役   中岡 誠 昭和34年９月22日生

昭和57年４月 住友金属工業株式会社入社 

平成９年１月 同社システムエンジニアリン

グ事業部 

企画管理部経理室長 

平成11年６月 同社情報システム部事業管理

室長 

平成12年10月 同社関連事業部参事 

平成13年６月 当社監査役（現） 

平成14年４月 同社経営企画部参事 

平成15年６月 同社鋼板・建材カンパニー企

画部参事 

平成17年６月 同社鋼板・建材カンパニー企

画部参与（現） 

－ 

        計 ２４ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループの経営理念は、法令遵守と社会的モラルを尊重した健全な事業活動を通じ社会の繁栄に貢献するとともに、ス

テークホルダーの皆様から、より信頼される企業を目指すことである。 

 この経営理念に基づき、経営意思の決定及び業務の執行が適正かつ効率的に行われ、また、それらに対する監視機能が有効

に働き、社会から信頼される会社としての経営体制の確立が、コーポレート・ガバナンスに関する最重要事項であると考えて

いる。 

 当社は、事業の規模及びその内容から、監査役会による監査で十分に監視機能が果たせるため、監査役会設置会社形態を採

用している。 

  

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容 

 取締役会は少数のメンバーで構成することを基本とし、法令及び定款に定められた経営に関する重要事項を決定する。取

締役会では、各取締役が、他の取締役の業務執行状況を監督するため、取締役相互間及び業務執行責任者との情報交換に努

めている。取締役会は原則として月一回開催し、社長が議長を務めている。 

 取締役会の意思決定を補完するものとして、幹部社員以上をメンバーとする経営会議を常設し、的確な情報把握と情報の

共有化を行い、急速に変化する事業環境に対応できる体制をとっている。 

 監査役は、経営の意思決定に係わる重要な会議に出席するなど迅速的確に情報収集を行い、内部監査を行う部門である業

務監査室と連携して、社長他全取締役及び各部門並びに関係会社社長の業務執行状況を定期的に監査している。 

  

当社のコーポレート・ガバナンス体制模式図 
 
 



② 内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は、法令等の遵守、及び業務の効率性と適正性の確保を目的とする持続的かつ継続的内部統制活動が、当社の企

業価値を維持及び向上させ、もって当社の株主はじめ当社を巡る様々なステークホルダーの利益に寄与するものと認識して

いる。取締役会は、内部統制体制の整備その他内部統制活動を実施していく。 

 内部統制体制整備の概要は以下のとおりである。 

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、コンプライアンス規定の

制定及びコンプライアンス窓口の設置並びに社員教育を行う。 

2. 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制として、文書管理規定の改定・整備を行う。 

3. 損失の危険の管理に関する体制を整備する。 

・当社及び当社グループ各社の損失の危険の管理に関する基本規定を制定する。 

・経営会議において事業全般に亘る経営リスクの分析と対応を決定する。 

・当社グループ経営に重大な影響を与える大規模な事故等が発生した場合の体制に関する規定を制定する。 

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を整備する。 

・権限基準の改定を行う。 

・重要事項についての検討・決定は取締役会並びに経営会議等を有効に活用する。 

・各取締役は、取締役会に付議された事項について、その執行状況を定期的に報告することとする。 

5. 企業集団における業務の適正を確保するための体制を整備する。 

・各子会社のおける意思決定についての当社への協議・報告ルールを制定する。 

・当社コンプライアンス規定の遵守要請を行う。 

・定期的な業務執行状況の報告、及び当社業務監査室による内部監査を実施する。 

6. 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備する。 

・独立した内部監査部門である業務監査室が監査役の職務を補助することとする。 

・各取締役及び使用人から監査役への報告体制を整備する。 

7. 内部統制体制整備のための統括組織として、内部統制担当取締役を委員長とする内部統制委員会を設置する。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 監査役は会計監査人から会計監査計画及び会計監査結果の報告を受けており、財務報告の信頼性・正確性について、会計

監査人と連携して監査を行っている。また、当社の内部監査部門として業務監査室を設置しており、監査役と業務監査室

は、各部門を対象とした年間の監査計画を作成し、連携して業務監査を行っている。 

④ 会計監査の状況 

 当社の会計監査を担当した監査法人トーマツの公認会計士は後藤孝男及び谷合章であり、当期の会計監査業務に係わる補

助者は公認会計士2名、会計士補8名、その他の補助者1名である。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役はいない。 

 社外監査役の谷水一雄及び中岡誠の両氏は、当社と特別な利害関係はない。 

(3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社グループのコンプライアンスの周知徹底を図ることを目的に、危機管理委員会を設置している。また、「コンプライア

ンス相談窓口」を設けて、当社及びグループ各社の社員が、コンプライアンス関連事項について、直接専門窓口に相談できる

体制を整備している。 

(4）役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬の総額は158,181千円である。 

(5）監査報酬の内容 

 当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する報酬は16,000千円である。 

  



第５【経理の状況】 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年4月１日から平成17年3月31日まで）及び第109期

事業年度（平成16年4月１日から平成17年3月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年4月１日から平成18年3月31日まで）及

び第110期事業年度（平成17年4月１日から平成18年3月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツによ

り監査を受けている。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

 

    
前連結会計年度

（平成17年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        
Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   5,304,494 2,912,888    

２．受取手形及び売掛金   5,511,644 5,370,206    

３．棚卸資産   5,674,414 6,161,233    

４．繰延税金資産   168,237 108,218    

５．その他 ※４ 925,289 939,773    

貸倒引当金   △2,600 △6,700    

流動資産合計     17,581,478 72.3 15,485,618 66.1

         

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※１      

１．建物及び構築物   1,942,109 2,347,794    

２．機械装置及び運搬具   2,191,685 2,122,676    

３．土地   955,022 955,022    

４．建設仮勘定   9,447 333,365    

５．その他   97,305 138,518    

有形固定資産合計     5,195,568 21.4 5,897,375 25.2

(2）無形固定資産     110,461 0.4 90,388 0.3

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   841,514 1,468,418    

２．長期貸付金   68,051 59,144    

３．繰延税金資産   85,230 5,077    

４．その他 ※５ 450,862 453,906    

貸倒引当金   △3,397 △26,264    

投資その他の資産合計     1,442,260 5.9 1,960,281 8.4

固定資産合計     6,748,289 27.7 7,948,044 33.9

資産合計     24,329,767 100.0 23,433,662 100.0
         



  

    
前連結会計年度

（平成17年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        
Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   5,713,836 5,583,075    

２．短期借入金 ※１ 4,050,000 4,050,000    
３．一年内返済予定長期借
入金 

※１ － 500,000    

４．未払法人税等   2,041,172 73,461    

５．設備関係支払手形   213,835 550,439    

６．鹿島電気炉改修引当金   － 190,000    

７．その他   323,833 360,310    

流動負債合計     12,342,676 50.7 11,307,285 48.3

         

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１ 1,600,000 1,100,000    

２．繰延税金負債   － 234,200    

３．退職給付引当金   288,681 183,468    

４．役員退職慰労引当金   95,725 －    

５．その他   － 31,320    

固定負債合計     1,984,406 8.2 1,548,988 6.6

負債合計     14,327,082 58.9 12,856,273 54.9

         

（少数株主持分）        

少数株主持分     － － － －

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２   3,630,000 14.9 3,630,000 15.5

         

Ⅱ 資本剰余金     2,451,754 10.1 2,451,754 10.4

         

Ⅲ 利益剰余金     3,672,757 15.1 3,857,741 16.5

         

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    256,105 1.0 647,150 2.7

         

Ⅴ 自己株式 ※３   △7,931 △0.0 △9,256 △0.0

資本合計     10,002,685 41.1 10,577,389 45.1
負債、少数株主持分及び
資本合計 

    24,329,767 100.0 23,433,662 100.0

         



②【連結損益計算書】 

  

    
前連結会計年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     27,466,677 100.0 23,532,290 100.0

Ⅱ 売上原価     20,519,621 74.7 20,840,152 88.6

売上総利益     6,947,056 25.3 2,692,138 11.4
         
Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売手数料   196,505 170,180    

２．荷造費・運搬費   382,708 373.233    

３．貸倒引当金繰入額   － 8,941    

４．給与手当   424,833 509,845    

５．減価償却費   26,697 29,081    

６．退職給付費用   32,814 21,821    

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

  17,340 4,335    

８．研究開発費 ※１ 205,700 153,318    

９．その他   341,087 1,627,684 5.9 361,665 1,632,419 6.9

営業利益     5,319,372 19.4 1,059,719 4.5
        
Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   1,611 1,345    

２．受取配当金   10,648 11,379    

３．受取賃貸料   5,567 4,312    

４．その他   41,879 59,705 0.2 30,106 47,142 0.2

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息   85,810 62,257    

２．為替差損   9,576 2,332    
３．金利スワップ解約 
精算金 

  7,855 －    

４．減価償却費   12,876 16,662    

５．その他   14,922 131,039 0.5 1,652 82,903 0.3

経常利益     5,248,038 19.1 1,023,958 4.4
         
Ⅵ 特別利益        

１．前期損益修正益 ※２ － 69,348    

２．固定資産売却益 ※３ 2,359 293    

３．国庫補助金収入額   210 100    

４．投資有価証券売却益   － 10,663    

５．会員権売却益   515 －    

６．保険差益   768 3,852 0.0 10,046 90,450 0.3

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 266,976 47,446    

２．固定資産圧縮損   210 100    

３．会員権評価損   － 4,800    

４．投資有価証券評価損   1,413 －    

５．減損損失 ※５ 181,534 －    

６．退職給付費用   280,355 －    

７．事業中止損 ※６ 22,696 －    
８．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

  29,850 －    

９．鹿島電気炉改修引当金
繰入額 

  － 190,000    

10．貸倒引当金繰入額   522 783,556 2.8 18,026 260,372 1.1
税金等調整前当期純利益     4,468,334 16.3 854,036 3.6
法人税、住民税及び事
業税 

  2,071,252 197,744    

過年度法人税、住民税
及び事業税 

  － 72,292    

法人税等調整額   △212,211 1,859,041 6.8 103,133 373,169 1.6

当期純利益     2,609,293 9.5 480,867 2.0
         



③【連結剰余金計算書】 

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,451,754 2,451,754 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  2,451,754 2,451,754 

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,146,254 3,672,757 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

当期純利益  2,609,293 2,609,293 480,867 480,867 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

配当金  82,790 275,883   

役員賞与  － 82,790 20,000 295,883 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  3,672,757 3,857,741 

         



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,468,334 854,036 

減価償却費  556,636 567,694 

貸倒引当金の増加額  475 26,967 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  266,187 △105,213 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)  47,190 △95,725 

鹿島電気炉改修引当金の増加額  － 190,000 

受取利息及び受取配当金  △12,259 △12,723 

支払利息  85,810 62,257 

投資有価証券売却益  － △10,663 

投資有価証券評価損  1,413 － 

会員権処分益  △515 － 

会員権評価損  － 4,800 

固定資産売却益  △2,359 △293 

固定資産除却損  194,395 33,881 

事業中止損  17,941 － 

減損損失  181,534 － 

保険差益  － △10,046 

前期損益修正益  － △69,348 

売上債権の増減額(増加：△)  △1,084,242 141,438 

棚卸資産の増加額  △2,421,520 △486,819 

前渡金の増減額(増加：△)  △31,823 31,823 

未収入金の増減額(増加：△)  △353,715 63,346 

未収消費税等の増加額  － △99,943 

前払費用の増減額(増加：△)  5,207 △12,670 

仕入債務の増減額(減少：△)  2,008,952 △130,760 

未払金の増加額  － 57,460 

前受金の増加額  58,290 10,104 

未払費用の増加額  1,411 21,959 

未払消費税等の増減額(減少：△)  26,105 △86,404 

長期未払金の増加額  － 31,320 

役員賞与の支払額  － △20,000 

その他  56,409 10,668 

小計  4,069,856 967,146 

利息及び配当金の受取額  12,259 12,723 

利息の支払額  △87,946 △62,989 

災害による保険金収入  － 12,766 

法人税等の支払額  △211,324 △2,258,740 

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,782,845 △1,329,094 



次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形・無形固定資産の取得による支出  △513,466 △841,419 

有形固定資産の売却による収入  7,834 915 

投資有価証券の取得による支出  △31,778 － 

投資有価証券の売却による収入  － 46,043 

子会社出資金の払込による支出  － △5,000 

会員権の取得による支出  △11,147 － 

会員権の処分による収入  585 － 

長期貸付けによる支出  △12,000 － 

長期貸付金の回収による収入  14,042 8,907 

その他  210 5,250 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △545,720 △785,304 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の減少額  △2,400,000 － 

長期借入れによる収入  500,000 － 

長期借入金の返済による支出  △800,000 － 

配当金の支払額  △82,790 △275,883 

その他  △7,243 △1,325 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,790,033 △277,208 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  447,092 △2,391,606 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  4,857,402 5,304,494 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  5,304,494 2,912,888 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 

子会社２社を全て連結の範囲に含めている。 １．連結子会社の名称 

子会社名・・・中電産業㈱、中電興産㈱ 子会社名・・・中電産業㈱、中電興産㈱ 

  ２．非連結子会社の名称 

  子会社名・・・㈲中産建設 

（連結の範囲から除外した理由） 

㈲中産建設は小規模であり、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないためである。 

(2） (2）持分法の適用に関する事項 
――――― 

持分法を適用していない非連結子会社の名称 

・・・㈲中産建設 

（持分法を適用しない理由） 

㈲中産建設は、当期純損益及び利益剰余金等から

みて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であるためである。 

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項 (3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であ

る。 

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であ

る。 

(4）会計処理基準に関する事項 (4）会計処理基準に関する事項 

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 １．重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 有価証券 

その他有価証券・・・・・ その他有価証券・・・・・ 

時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

デリバティブ・・・時価法 デリバティブ・・・時価法 

棚卸資産・・・・・総平均法による原価法 

（連結子会社の製品は移動平

均法による原価法、未成工

事支出金は個別法による原

価法、その他は最終仕入原

価法） 

棚卸資産・・・・・総平均法による原価法 

（連結子会社の製品は移動平

均法による原価法、未成工

事支出金は個別法による原

価法、その他は最終仕入原

価法） 



 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 ２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

連結財務諸表提出会社 連結財務諸表提出会社 

機械及び装置 

鹿島工場・・炭酸亜鉛製造設備は定率法、

その他は定額法 

妙高工場・・化成二酸化マンガン製造設備

及び水素吸蔵合金製造設備は

定額法、その他は定率法 

機械及び装置 

鹿島工場・・炭酸亜鉛製造設備は定率法、

その他は定額法 

妙高工場・・化成二酸化マンガン製造設備

及び水素吸蔵合金製造設備は

定額法、その他は定率法 

平成10年４月１日以降取得の建物（附属設備

を除く）   ・・・・・定額法 

平成10年４月１日以降取得の建物（附属設備

を除く）   ・・・・・定額法 

その他有形固定資産・・・定率法 その他有形固定資産・・・定率法 

連結子会社 連結子会社 

平成10年４月１日以降取得の建物（附属設備

を除く）   ・・・・・定額法 

平成10年４月１日以降取得の建物（附属設備

を除く）   ・・・・・定額法 

その他有形固定資産 ・・定率法 その他有形固定資産 ・・定率法 

なお主な耐用年数は次のとおり 

建物及び構築物  ・・・・７年～35年 

機械装置及び運搬具・・・・４年～10年 

なお主な耐用年数は次のとおり 

建物及び構築物  ・・・・７年～35年 

機械装置及び運搬具・・・・４年～10年 

無形固定資産 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、ソフトウェア（自社利用）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用している。 

定額法を採用している。 

なお、ソフトウェア（自社利用）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用している。 



 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

３．重要な引当金の計上基準 ３．重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

――――― 鹿島電気炉改修引当金 

鹿島工場1号電気炉の改修工事により発生の見

込まれる設備除却損失等を計上している。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上している。 

なお、会計基準変更時差異（885,523千円）に

ついては、10年による按分額を費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理している。 

（追加情報） 

提出会社の一部の事業及び子会社において雇用

形態の変更を行ったこと等により退職給付制度

からの大量脱退が発生し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第1号 平成14年1月31日）の大量退職に該

当したことにより会計基準変更時差異

（147,475千円）及び未認識数理計算上の差異

（132,880千円）を一時償却し、特別損失に計

上している。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上している。 

なお、会計基準変更時差異（885,523千円）に

ついては、10年による按分額を費用処理してい

る。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理している。 

  

役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ている。 

なお、過年度相当額（規定の改定により変更）

（61,200千円）は2年による按分額で費用処理

している。 

役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ていたが、平成17年6月29日の定時株主総会の

日をもって、役員退職慰労金制度を廃止してお

り、当制度廃止時の要支給額を退任時に支払う

ことになったため、当該定時株主総会終了時の

要支給額(88,780千円)を流動負債の「その他」

に57,460千円、固定負債の「その他」に31,320

千円計上している。 

４．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

４．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。 

外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。 



 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

５．重要なリース取引の処理方法 ５．重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

６．重要なヘッジ会計の方法 ６．重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理を、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金変動金利 

為替予約 外貨建債権債務 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金変動金利 

為替予約 外貨建債権債務 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

金利変動によるリスク及び為替変動によるリス

クを回避するために、金利スワップ取引及び為

替予約取引を利用している。なお、投機目的に

よるデリバティブ取引は行なわない方針であ

る。 

金利変動によるリスク及び為替変動によるリス

クを回避するために、金利スワップ取引及び為

替予約取引を利用している。なお、投機目的に

よるデリバティブ取引は行なわない方針であ

る。 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動又は相場

変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動又

は相場変動との間の相関関係によりヘッジ有効

性の評価をしている。 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動又は相場

変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動又

は相場変動との間の相関関係によりヘッジ有効

性の評価をしている。 



 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

７．その他連結財務諸表作成のための重要な事項 ７．その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理について ①消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

り、未払消費税等は、流動負債の「その他」に

含めて表示している。 

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

り、未収消費税等及び未払消費税等は、それぞ

れ流動資産の「その他」及び流動負債の「その

他」に含めて表示している。 

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 (5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用している。 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用している。 

(6）連結調整勘定の償却に関する事項 (6）連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は発生していない。 連結調整勘定は発生していない。 

(7）利益処分項目等の取扱いに関する事項 (7）利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成している。 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成している。 

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 (8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は手許現金及び要求払預金並

びに容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期投資（取得

日から満期日又は償還日までの期間が３カ月以

内）からなっている。 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は手許現金及び要求払預金並

びに容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期投資（取得

日から満期日又は償還日までの期間が３カ月以

内）からなっている。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日）が平成16年3月31日に終了す

る会計年度に係る連結財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及

び同適用指針を適用している。これにより税金等調整

前当期純利益は181,534千円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

る。 

――――― 



表示方法の変更 

次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において区分掲記していた、営業活動

によるキャッシュ・フローの「国庫補助金収入額」、

「固定資産圧縮損」は重要性が低くなったため、当連

結会計年度より営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて掲記することとした。 

また、前連結会計年度において区分掲記していた、投

資活動によるキャッシュ・フローの「国庫補助金によ

る収入」は重要性が低くなったため、当連結会計年度

より投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて掲記することとした。 

――――― 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

次へ 

前連結会計年度
（平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（平成18年3月31日） 

※１ (1）有形固定資産の減価償却累計額 ※１ (1）有形固定資産の減価償却累計額 

16,415,518千円 16,846,823千円 

(2）担保提供資産 (2）担保提供資産 
  

（担保）  

建物及び構築物 643,904千円

機械装置及び運搬具 1,234,833 

土地 706,186 

計 2,584,923 

（担保）  

建物及び構築物 679,116千円

機械装置及び運搬具 1,296,251 

土地 706,186 

計 2,681,553 

  

  

（対応債務）  

短期借入金 280,000千円

長期借入金 1,000,000 

（対応債務）  

短期借入金 280,000千円

一年内返済予定長期借入金 500,000 

長期借入金 500,000 

(3）圧縮記帳 (3）圧縮記帳 

国庫補助金による圧縮記帳累計額（機械装置

及び運搬具）は、93,612千円である。 

国庫補助金による圧縮記帳累計額（機械装置

及び運搬具）は、93,712千円である。 

※２ 当社の発行済株式総数  普通株式 27,600千株 ※２ 当社の発行済株式総数  普通株式 27,600千株 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

11,674株である。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

13,078株である。 

※４ ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額827,658千円が含まれている。 

※４ ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額748,760千円が含まれている。 

※５  ※５ 非連結子会社への出資金5,000千円が含まれてい

る。 
――――― 



（連結損益計算書関係） 

 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

  
※１ 研究開発費の総額 205,700千円 ※１ 研究開発費の総額 153,318千円

※２ ※２ 前期損益修正益の内訳 

関東信越国税局の税務調査による指摘をふまえ、

前連結会計年度において費用処理した固定資産の

取得価格に算入すべき金額を計上した。 

――――― 

  

  

   

    

建物及び構築物 74,753千円

機械装置及び運搬具 1,680 

その他（有形固定資産） 4,650 

償却費 △11,735 

  69,348 

※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 
  

機械装置及び運搬具 216千円

その他 2,143 

  2,359 

  
機械装置及び運搬具 293千円

※４ 固定資産除却損の内訳 ※４ 固定資産除却損の内訳 
  

機械装置及び運搬具 122,023千円

建物及び構築物 69,490 

その他（有形固定資産） 75,463 

  266,976 

機械装置及び運搬具 22,931千円

建物及び構築物 3,704 

その他（有形固定資産） 20,811 

  47,446 



次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

※５ 減損損失 ※５  

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

場所 用途 種類 

新潟県中頸城郡妙

高高原町 
遊休資産 

土地 

無形固定資産 

―――――

当社グループは、資産グループを、合金鉄事業資

産、炭酸亜鉛事業資産、水素吸蔵合金事業資産、

化成品事業資産、土木建築関連事業資産、共用資

産、遊休資産に分類している。 

グルーピングの単位である各事業及び共用資産に

おいては減損の兆候は無かったが、遊休資産の土

地及び無形固定資産については当連結会計年度に

おいて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（181,534千円）として特別損

失に計上している。 

その内訳は、土地174,009千円、無形固定資産

7,525千円である。 

なお、当資産グループの回収可能価額については

正味売却価額により測定しており、土地について

は不動産鑑定評価基準に基づいて評価している。 

  

※６ 事業中止損の内訳   
  

固定資産除却損  

建物及び構築物 17,469千円

機械装置及び運搬具 167 

その他（有形固定資産） 161 

無形固定資産 144 

その他 4,755 

計 22,696 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(1）現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
  

現金及び預金 5,304,494千円

短期投資 － 

現金及び現金同等物 5,304,494 

現金及び預金 2,912,888千円

短期投資 － 

現金及び現金同等物 2,912,888 



（リース取引関係） 

次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び連結会計年度末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

連結会計年
度末残高相
当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

1,213,641 233,157 980,484

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

連結会計年
度末残高相
当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

1,206,410 330,229 876,181 

２ 未経過リース料連結会計年度末残高相当額 ２ 未経過リース料連結会計年度末残高相当額 
  

１年内 103,066千円

１年超 895,418 

合計 998,484 

１年内 100,445千円

１年超 799,615 

合計 900,060 

    

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 92,104千円

減価償却費相当額 73,401 

支払利息相当額 21,857 

支払リース料 136,020千円

減価償却費相当額 106,166 

支払利息相当額 35,077 

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額について

は、残価保証の取り決めがある場合は当該残価

保証額、それ以外のものは零とする定額法によ

っている。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額について

は、残価保証の取り決めがある場合は当該残価

保証額、それ以外のものは零とする定額法によ

っている。 

５ 利息相当額の計算方法 ５ 利息相当額の計算方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各連結会計年度への

配分方法については、利息法によっている。 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各連結会計年度への

配分方法については、利息法によっている。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成16年4月１日 至 平成17年3月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で、時価評価されていない株式について1,413千円減損処理を行っている。 

  

当連結会計年度（自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日） 

 

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 290,949 727,917 436,968 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 290,949 727,917 436,968 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 20,529 17,316 △3,213 

(2）債券 － － － 

(3）その他 31,778 31,281 △497 

小計 52,307 48,597 △3,710 

合計 343,256 776,514 433,258 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

65,000 

  種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 276,098 1,354,695 1,078,597 

(2）債券 － － － 

(3）その他 31,778 48,723 16,945 

小計 307,876 1,403,418 1,095,542 

合計 307,876 1,403,418 1,095,542 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
非上場株式 

65,000 

売却額(千円) 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

46,043 10,663 － 



（デリバティブ取引関係） 

 前連結会計年度（自 平成16年4月１日 至 平成17年3月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び取引の利用目的 

 外貨建取引に係る為替相場変動リスクを回避するための為替予約取引及び借入金利等の金利変動リスクを回避する

ための金利スワップ取引を行っている。 

(2）取引に対する取組方針 

 為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的でのみデリバティブ取引を利用し、投機目的でのデリバ

ティブ取引は行わない方針である。 

(3）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスク、金利スワップ取引は金利市場の変動によるリスクを有している。 

 なお、デリバティブ取引の契約相手先を、信用度の高い金融機関等に限定しており、取引の相手先の契約不履行に

よるリスクはきわめて小さいものと認識している。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、決裁権及び限度額を定めた社内規定に従って、経理部門が行っている。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計が適用されているため記載事項なし。 

  

 当連結会計年度（自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び取引の利用目的 

 外貨建取引に係る為替相場変動リスクを回避するための為替予約取引及び借入金利等の金利変動リスクを回避する

ための金利スワップ取引を行っている。 

(2）取引に対する取組方針 

 為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的でのみデリバティブ取引を利用し、投機目的でのデリバ

ティブ取引は行わない方針である。 

(3）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスク、金利スワップ取引は金利市場の変動によるリスクを有している。 

 なお、デリバティブ取引の契約相手先を、信用度の高い金融機関等に限定しており、取引の相手先の契約不履行に

よるリスクはきわめて小さいものと認識している。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、決裁権及び限度額を定めた社内規定に従って、経理部門が行っている。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引にはすべてヘッジ会計が適用されているため記載事項なし。 

次へ 



（退職給付関係） 

次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(1）採用している退職給付制度の概要 (1）採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は適格退職年金制度及び退職

金共済制度（確定拠出型）を採用している。 

なお、当該適格退職年金制度については、退職給

付信託を設定している。 

当社及び連結子会社は適格退職年金制度及び退職

金共済制度（確定拠出型）を採用している。 

なお、当該適格退職年金制度については、退職給

付信託を設定している。 

(2）退職給付債務に関する事項 (2）退職給付債務に関する事項 
  
①退職給付債務 △1,515,788千円

②年金資産 772,053 

③未積立退職給付債務（①＋②） △743,735 

④会計基準変更時差異の未処理額 308,694 

⑤未認識数理計算上の差異 146,360 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △288,681 

①退職給付債務 △1,530,798千円

②年金資産 1,625,634 

③未積立退職給付債務（①＋②） 94,836 

④会計基準変更時差異の未処理額 246,955 

⑤未認識数理計算上の差異 △525,259 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △183,468 

(3）退職給付費用に関する事項 (3）退職給付費用に関する事項 
  

（注）上記の他、大量退職により会計基準変更時差

異（147,475千円）及び未認識数理計算上の差

異（132,880千円）を一時償却し、特別損失に

計上している。 

①勤務費用 72,987千円

②利息費用 27,104 

③期待運用収益（減算） △24,294 

④会計基準変更時差異の費用処理
額 

75,146 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 50,234 

⑥退職給付費用 
（①＋②＋③＋④＋⑤） 

201,177 

①勤務費用 65,535千円

②利息費用 22,737 

③期待運用収益（減算） △23,162 

④会計基準変更時差異の費用処理
額 

61,739 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 54,713 

⑥退職給付費用
（①＋②＋③＋④＋⑤） 

181,562 

(4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 (4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  
①割引率 1.5％ 

②期待運用収益率 3.0％ 

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

④数理計算上の差異の処理年数 10年 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 10年 

①割引率 1.5％ 

②期待運用収益率 3.0％ 

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

④数理計算上の差異の処理年数 10年 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 10年 



（税効果会計関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（流動資産）繰延税金資産  

棚卸資産評価損 9,557千円

未払事業税 154,095 

その他 4,913 

小計 168,565 

評価性引当額 △328 

繰延税金資産（流動）の合計 168,237 

    

（固定資産）繰延税金資産  

退職給付引当金 252,577千円

役員退職慰労引当金 39,247 

減損損失 71,248 

固定資産未実現損益 5,469 

繰越欠損金 60,227 

その他 9,346 

小計 438,114 

評価性引当額 △136,922 

繰延税金資産（固定）の合計 301,192 

    

（固定負債）繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △177,153 

退職給付信託設定益 △35,619 

その他 △3,190 

繰延税金負債（固定）の合計 △215,962 

繰延税金資産（固定）の純額 85,230 

（流動資産）繰延税金資産  

鹿島電気炉改修引当金 77,900千円

棚卸資産評価損 21,170 

未払事業税 4,704 

その他 4,444 

繰延税金資産（流動）の合計 108,218 

  

（固定資産）繰延税金資産  

退職給付引当金 209,439千円

未払役員退職慰労金 36,400 

減損損失 71,248 

固定資産未実現損益 4,772 

繰越欠損金 51,325 

その他 25,731 

小計 398,915 

評価性引当額 △137,154 

繰延税金資産（固定）の合計 261,761 

繰延税金負債（固定）との相殺 △256,684 

繰延税金資産（固定）の純額 5,077 

  

（固定負債）繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △448,392 

退職給付信託設定益 △35,619 

その他 △6,873 

繰延税金負債（固定）の合計 △490,884 

繰延税金資産（固定）との相殺 256,684 

繰延税金負債（固定）の純額 △234,200 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異が法定実効税率の100分の5以下であ

るため記載を省略している。 

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 41.0％ 

（調整）交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

2.8 

住民税均等割 1.1 

試験研究費の総額に係る法人税
額の特別控除 

△2.1 

過年度法人税等 1.8 

その他 △0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年4月１日 至平成17年3月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等 

(1）事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法の類似性に基づき、合金鉄事業、機能材料事業及び土木建築関連事業に

区分している。 

(2）各区分に属する主要な製品 

合金鉄事業・・フェロマンガン、シリコマンガン等の合金鉄 

機能材料事業・・硫酸マンガン、炭酸マンガン並びに水素吸蔵合金等の機能材料 

土木建築関連事業・・土木・建築業及び建築資材 

２．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,446,144千円であり、その主なものは、連結財務諸表提出会

社の現金及び預金並びに投資有価証券等である。 

 

  
合金鉄事業 
（千円） 

機能材料事
業（千円） 

土木建築関
連事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する
売上高 

20,440,244 5,687,640 1,338,793 27,466,677 － 27,466,677

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － 399,101 399,101 (399,101) －

計 20,440,244 5,687,640 1,737,894 27,865,778 (399,101) 27,466,677

営業費用 15,127,963 5,699,797 1,724,609 22,552,369 (405,064) 22,147,305

営業利益又は営業損
失（△） 

5,312,281 △12,157 13,285 5,313,409 5,963 5,319,372

Ⅱ．資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

     

資産 12,106,951 5,264,620 700,447 18,072,018 6,257,749 24,329,767

減価償却費 341,934 213,451 4,431 559,816 (3,180) 556,636

減損損失 － － 28,916 28,916 152,618 181,534

資本的支出 506,189 131,602 1,474 639,265 － 639,265



当連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等 

(1）事業区分の方法 

事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法の類似性に基づき、合金鉄事業、機能材料事業及び土木建築関連事業に

区分している。 

(2）各区分に属する主要な製品 

合金鉄事業・・フェロマンガン、シリコマンガン等の合金鉄 

機能材料事業・・硫酸マンガン、炭酸マンガン並びに水素吸蔵合金等の機能材料 

土木建築関連事業・・土木・建築業及び建築資材 

２．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,606,450千円であり、その主なものは、連結財務諸表提出会

社の現金及び預金並びに投資有価証券等である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はない。 

  

  
合金鉄事業 
（千円） 

機能材料事
業（千円） 

土木建築関
連事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する
売上高 

17,659,760 4,502,122 1,370,408 23,532,290 － 23,532,290

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － 375,764 375,764 (375,764) －

計 17,659,760 4,502,122 1,746,172 23,908,054 (375,764) 23,532,290

営業費用 16,364,409 4,751,712 1,733,319 22,849,440 (376,869) 22,472,571

営業利益又は営業損
失（△） 

1,295,351 △249,590 12,853 1,058,614 1,105 1,059,719

Ⅱ．資産、減価償却費及
び資本的支出 

     

資産 13,993,309 4,278,329 854,755 19,126,393 4,307,269 23,433,662

減価償却費 366,300 198,507 5,210 570,017 (2,323) 567,694

資本的支出 1,115,168 89,055 8,200 1,212,423 － 1,212,423



【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略している。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年4月１日 至平成17年3月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針 

材料、製品の価格動向等を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定している。 

  

(2）兄弟会社等 

 （注）１．貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

２．当社の営業債権に関し、当社、取引先、フソウファイナンス㈱の三社間で基本契約を締結し、ファクタリング方式によ

り決済を行っている。 

  

 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は出
資金（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上の
関係 

その他の
関係会社 

住友金
属工業
㈱ 

大阪市
中央区 

262,072,369 鉄鋼事業 
(被所有)％
直接 29.42 

－

当社製品
の販売及
び材料の
仕入 

合金鉄等
の販売 

5,080,796 売掛金 505,218

材料の仕
入 

2,098,481
支払手形
及び買掛
金 

237,750

主要株主 
住友商
事㈱ 

東京都
中央区 

219,278,931 総合商社 
(被所有)％
直接 10.84 

－

当社製品
の販売及
び材料の
仕入 

合金鉄等
の販売 

10,596,286 売掛金 2,820,221

材料の仕
入 

5,648,424
支払手形
及び買掛
金 

1,413,431

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金（千
円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の
関係会社
の子会社 

フソウ
ファイ
ナンス
㈱ 

大阪市
中央区 

10,000 金融業 － －

当社資
金の運
用 

資金の運
用 

100,000
短期貸
付金 
  

－

ファク
タリン
グ取引 

ファクタ
リング取
引 

5,151,178
未収入
金 

827,658



当連結会計年度（自平成17年4月１日 至平成18年3月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針 

材料、製品の価格動向等を勘案し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定している。 

  

(2）兄弟会社等 

 （注）１．貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

２．当社の営業債権に関し、当社、取引先、フソウファイナンス㈱の三社間で基本契約を締結し、ファクタリング方式によ

り決済を行っている。 

 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は出
資金（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上の
関係 

その他の
関係会社 

住友金
属工業
㈱ 

大阪市
中央区 

262,072,369 鉄鋼事業 
(被所有)％
直接 29.41 

－

当社製品
の販売及
び材料の
仕入 

合金鉄等
の販売 

4,754,960 売掛金 514,343

材料の仕
入 

2,429,086
支払手形
及び買掛
金 

281,106

主要株主 
住友商
事㈱ 

東京都
中央区 

219,278,931 総合商社 
(被所有)％
直接 10.83 

－

当社製品
の販売及
び材料の
仕入 

合金鉄等
の販売 

8,377,023 売掛金 2,366,562

材料の仕
入 

5,306,103
支払手形
及び買掛
金 

1,496,977

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金（千
円） 

事業の
内容又
は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の
関係会社
の子会社 

フソウ
ファイ
ナンス
㈱ 

大阪市
中央区 

10,000 金融業 － －

当社資
金の運
用 

資金の運
用 

100,000
短期貸
付金 
  

－

ファク
タリン
グ取引 

ファクタ
リング取
引 

5,015,484
未収入
金 

748,760



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 361円84銭

１株当たり当期純利益 93円84銭

１株当たり純資産額 383円42銭 

１株当たり当期純利益 17円43銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。 

    

  
前連結会計年度

(自 平成16年4月１日 
自 平成17年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年4月１日 
自 平成18年3月31日) 

当期純利益（千円） 2,609,293 480,867 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （20,000） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,589,293 480,867 

期中平均株式数（株） 27,594,007 27,587,223 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりである。 

２．平均利率は期中の加重平均利率を使用して算定している。 

  

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,050,000 4,050,000 0.9 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － 500,000 1.5 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,600,000 1,100,000 1.5   

その他の有利子負債 － － － － 

計 5,650,000 5,650,000 － － 

    
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

  長期借入金 500,000 600,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

 

    
前事業年度

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        
Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金     5,028,944 2,664,311  

２．受取手形     530,619 320,949  

３．売掛金 ※４   5,173,305 4,797,095  

４．商品     325,230 825,415  

５．製品     1,232,182 1,448,691  

６．半製品     427,170 191,117  

７．原材料     3,321,635 3,312,531  

８．仕掛品     66,048 84,784  

９．貯蔵品     145,560 168,011  

10．前渡金     31,823 －  

11．前払費用     5,213 17,656  

12．繰延税金資産     167,634 105,638  

13．短期貸付金     12,000 －  

14．未収入金 ※６   865,273 801,219  

15．その他     22,338 127,612  

流動資産合計     17,354,974 72.1 14,865,029 65.3

         

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※１      

１．建物   4,833,425 5,296,625    

減価償却累計額   3,304,208 1,529,217 3,382,698 1,913,927  

２．構築物   1,722,149 1,779,157    

減価償却累計額   1,304,075 418,074 1,340,675 438,482  

３．機械及び装置   12,981,916 13,253,225    

減価償却累計額   10,818,660 2,163,256 11,163,157 2,090,068  

４．車両及び運搬具   107,552 98,095    

減価償却累計額   90,666 16,886 83,770 14,325  

５．工具器具及び備品   785,831 839,403    

減価償却累計額   691,692 94,139 703,465 135,938  

６．土地     940,672 940,672  

７．建設仮勘定     9,447 333,365  

有形固定資産合計     5,171,691 21.5 5,866,777 25.8

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア     87,620 67,547  

２．電話加入権     3,592 3,592  

３．その他     18,500 18,500  

無形固定資産合計     109,712 0.4 89,639 0.4

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券     839,116 1,465,294  

２．関係会社株式     77,000 77,000  
３．従業員に対する長期
貸付金 

    68,051 59,144  

４．関係会社長期貸付金     20,000 －  

５．長期前払費用     18,633 12,413  

６．繰延税金資産     79,761 －  

７．差入保証金     293,624 289,163  

８．その他     48,536 47,816  

貸倒引当金     △1,097 △15,673  

投資その他の資産合計     1,443,624 6.0 1,935,157 8.5

固定資産合計     6,725,027 27.9 7,891,573 34.7

資産合計     24,080,001 100.0 22,756,602 100.0
         



  

    
前事業年度

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        
Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※４   2,408,427 2,577,072  

２．買掛金 ※４   3,266,956 2,453,024  

３．短期借入金 ※１   4,000,000 4,000,000  
４．一年内返済予定長期借
入金 

※１   － 500,000  

５．未払金     81,706 383,593  

６．未払費用     35,513 57,849  

７．未払法人税等     2,035,644 49,276  

８．未払消費税等     85,361 －  

９．預り金     6,427 8,911  

10．設備関係支払手形     252,689 550,439  

11．鹿島電気炉改修引当金     － 190,000  

1２．その他     21,451 9,874  

流動負債合計     12,194,174 50.6 10,780,038 47.4

         

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１   1,600,000 1,100,000  

２．繰延税金負債     － 234,200  

３．退職給付引当金     288,681 183,468  

４．役員退職慰労引当金     95,725 －  

５．その他     － 31,320  

固定負債合計     1,984,406 8.3 1,548,988 6.8

負債合計     14,178,580 58.9 12,329,026 54.2

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２   3,630,000 15.1 3,630,000 15.9

         

Ⅱ 資本剰余金        

(1）資本準備金   2,451,754 2,451,754    

資本剰余金合計     2,451,754 10.2 2,451,754 10.8

         

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金   303,300 303,300    

(2）任意積立金        

１．特別償却準備金   － 4,590    

２．別途積立金   230,000 230,000    

(3）当期未処分利益   3,039,370 3,171,941    

利益剰余金合計     3,572,670 14.8 3,709,831 16.3

         

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５   254,928 1.0 645,247 2.8

         

Ⅴ 自己株式 ※３   △7,931 △0.0 △9,256 △0.0

資本合計     9,901,421 41.1 10,427,576 45.8

負債資本合計     24,080,001 100.0 22,756,602 100.0
         



②【損益計算書】 

 

    
前事業年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１      
１．製品売上高   18,643,952 15,446,507    

２．商品売上高   7,222,302 25,866,254 100.0 6,448,684 21,895,191 100.0

         

Ⅱ 売上原価        

１．期首製品棚卸高   704,918 1,232,182    

２．期首商品棚卸高   337,638 325,230    

３．当期製品製造原価 ※２ 13,248,696 13,682,285    

４．当期商品仕入高   6,446,042 6,409,639    

５．原価差額   △84,968 114,671    

合計   20,652,326 21,764,007    

６．他勘定振替高 ※３ 592 6,133    

７．期末製品棚卸高   1,232,182 1,448,691    

８．期末商品棚卸高   325,230 19,094,322 73.8 825,415 19,483,768 89.0

売上総利益     6,771,932 26.2 2,411,423 11.0

         

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．販売手数料   199,280 170,375    

２．荷造費・運搬費   380,942 372,839    

３．給与手当   230,271 241,277    

４．役員報酬   93,294 126,902    

５．退職給付費用   30,195 18,541    
６．役員退職慰労引当金繰
入額 

  17,340 4,335    

７．減価償却費   25,901 27,843    

８．研究開発費 ※４ 205,700 153,318    

９．その他   308,989 1,491,912 5.8 316,506 1,431,936 6.5

営業利益     5,280,020 20.4 979,487 4.5

         

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息   1,910 1,479    

２．受取配当金   10,636 11,379    

３．受取賃貸料   2,532 1,824    

４．雑収入   41,038 56,116 0.2 27,913 42,595 0.2
         



  

 

    
前事業年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用        
１．支払利息   85,270 61,711    

２．為替差損   9,576 2,332    
３．金利スワップ解約 
精算金 

  7,855 －    

４．減価償却費   12,876 14,404    

５．雑支出   12,234 127,811 0.5 1,334 79,781 0.4

経常利益     5,208,325 20.1 942,301 4.3

         

Ⅵ 特別利益        

１．前期損益修正益 ※５ － 69,348    

２．固定資産売却益 ※６ 2,142 －    

３．会員権売却益   516 －    

４．国庫補助金収入額   210 －    

５．投資有価証券売却益   － 10,663    

６．保険差益   － 2,868 0.0 10,046 90,057 0.4

         

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※７ 268,182 46,219    

２．固定資産圧縮損   210 －    

３．投資有価証券評価損   1,413 －    

４．会員権評価損   － 4,000    

５．減損損失 ※８ 152,618 －    

６．退職給付費用   280,355 －    
７．過年度役員退職慰労引
当金繰入額 

  29,850 －    

８．鹿島電気炉改修引当金
繰入額 

  － 190,000    

９．貸倒引当金繰入額   1,097 733,725 2.8 14,576 254,795 1.1

税引前当期純利益     4,477,468 17.3 777,563 3.6
法人税、住民税及び事
業税 

  2,063,732 167,509    

過年度法人税、住民税
及び事業税 

  － 72,292    

法人税等調整額   △213,267 1,850,465 7.1 104,718 344,519 1.6

当期純利益     2,627,003 10.2 433,044 2.0

前期繰越利益     412,367 2,738,897  

当期未処分利益     3,039,370 3,171,941  
         



製造原価明細書 

 （注） 

  

    
前事業年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

材料費     9,759,062 72.7 9,856,929 73.2

労務費     1,396,783 10.4 1,354,629 10.1

経費        

減価償却費   501,747 506,489    

その他   1,766,616 2,268,363 16.9 1,746,921 2,253,410 16.7

当期総製造費用     13,424,208 100.0 13,464,968 100.0

期首仕掛品・半製品棚卸高     317,706 493,218  

合計     13,741,914 13,958,186  

期末仕掛品・半製品棚卸高     493,218 275,901  

当期製品製造原価     13,248,696 13,682,285  

         

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

１．原価計算の方法 

 当社の原価計算の方法は、標準原価による部門別、

組別総合原価計算方法によっており、期末において原

価差額を調整して実際原価に修正している。 

１．原価計算の方法 

 当社の原価計算の方法は、標準原価による部門別、

組別総合原価計算方法によっており、期末において原

価差額を調整して実際原価に修正している。 



③【利益処分計算書】 

次へ 

   
前事業年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   3,039,370 3,171,941 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

１．特別償却準備金取崩額  － － 1,945 1,945 

    3,173,886 

Ⅲ 利益処分額     

１．配当金  275,883 137,935   

２．役員賞与金  20,000 －   

（うち監査役分）  （3,000） （－）   

３．任意積立金     

(1）特別償却準備金  4,590 300,473 6,447 144,382 

Ⅳ 次期繰越利益   2,738,897 3,029,504 

株主総会承認年月日  平成17年6月29日 平成18年6月29日 



重要な会計方針 

 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式  移動平均法による原価法 子会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 時価法 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 ３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

総平均法による原価法 

商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

総平均法による原価法 

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

機械及び装置 

鹿島工場・・・・・炭酸亜鉛製造設備は定率

法、その他は定額法 

妙高工場・・・・・化成二酸化マンガン製造設

備及び水素吸蔵合金製造設

備は定額法、その他は定率

法 

機械及び装置 

鹿島工場・・・・・炭酸亜鉛製造設備は定率

法、その他は定額法 

妙高工場・・・・・化成二酸化マンガン製造設

備及び水素吸蔵合金製造設

備は定額法、その他は定率

法 

平成10年４月１日以降取得の建物（附属設備を除

く）    ・・・・・定額法 

平成10年４月１日以降取得の建物（附属設備を除

く）    ・・・・・定額法 

その他有形固定資産・・定率法 その他有形固定資産・・定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり。 

建物    ・・・・15年～35年 

機械及び装置・・・・４年～10年 

なお、主な耐用年数は以下のとおり。 

建物    ・・・・15年～35年 

機械及び装置・・・・４年～10年 

無形固定資産・・・・・・定額法 

ソフトウェア（自社利用）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

している。 

無形固定資産・・・・・・定額法 

ソフトウェア（自社利用）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

している。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 ５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 



 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

６．引当金の計上基準 ６．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上している。 

貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上している。 

  鹿島電気炉改修引当金 

鹿島工場1号電気炉の改修工事により発生の見込

まれる設備除却損失等を計上している。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

している。 

なお、会計基準変更時差異（885,523千円）につ

いては、10年による按分額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌期から費用処理している。 

（追加情報） 

提出会社の一部の事業及び子会社において雇用形

態の変更を行ったこと等により退職給付制度から

の大量脱退が発生し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1

号 平成14年1月31日）の大量退職に該当したこ

とにより会計基準変更時差異（147,475千円）及

び未認識数理計算上の差異（132,880千円）を一

時償却し、特別損失に計上している。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

している。 

なお、会計基準変更時差異（885,523千円）につ

いては、10年による按分額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌期から費用処理している。 

  

役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上している。 

なお、過年度相当額（規定の改定により変更）

（61,200千円）は2年による按分額で費用処理し

ている。 

役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上していたが、平

成17年6月29日の定時株主総会の日をもって、役

員退職慰労金制度を廃止しており、当制度廃止時

の要支給額を退任時に支払うことになったため、

当該定時株主総会終了時の要支給額(88,780千円)

を流動負債の「未払金」に57,460千円、固定負債

の「その他」に31,320千円計上している。 

７．リース取引の処理方法 ７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 



  

 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 ８．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしている場合は特例処

理を採用している。 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

なお、為替予約については振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしている場合は特例処

理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金変動金利 

為替予約 外貨建債権債務 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金変動金利 

為替予約 外貨建債権債務 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

金利変動によるリスク及び為替変動によるリスク

を回避するために、金利スワップ取引及び為替予

約取引を利用している。なお、投機目的によるデ

リバティブ取引は行なわない方針である。 

金利変動によるリスク及び為替変動によるリスク

を回避するために、金利スワップ取引及び為替予

約取引を利用している。なお、投機目的によるデ

リバティブ取引は行なわない方針である。 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動又は相場変

動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動又は相

場変動との間の相関関係によりヘッジ有効性の評

価をしている。 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動又は相場変

動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動又は相

場変動との間の相関関係によりヘッジ有効性の評

価をしている。 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 ９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理について ①消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 



会計処理方法の変更 

次へ 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日）が平成16年3月31日に終了す

る事業年度に係る財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用

指針を適用している。これにより税引前当期純利益は

152,618千円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してい

る。 

――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

次へ 

前事業年度 
（平成17年3月31日） 

当事業年度
（平成18年3月31日） 

※１(1）担保提供資産 ※１(1）担保提供資産 

次のとおり担保に供している。 次のとおり担保に供している。 
  

（担保）  

工場財団  

建物 520,412千円

構築物 123,492 

機械及び装置 1,234,833 

土地 706,186 

計 2,584,923 

（担保）  

工場財団  

建物 558,143千円

構築物 120,973 

機械及び装置 1,296,251 

土地 706,186 

計 2,681,553 

  

  

（対応債務）  

短期借入金 280,000千円

長期借入金 1,000,000 

（対応債務）  

短期借入金 280,000千円

一年内返済予定長期借入金 500,000 

長期借入金 500,000 

(2) 圧縮記帳 (2) 圧縮記帳 

国庫補助金による圧縮記帳累計額は、機械及び

装置92,497千円、車両及び運搬具900千円であ

る。 

国庫補助金による圧縮記帳累計額は、機械及び

装置92,497千円、車両及び運搬具900千円であ

る。 
  
※２ 会社が発行する株式の総数 普通株式 96,000千株

発行済株式の総数 普通株式 27,600 

※２ 会社が発行する株式の総数 普通株式 96,000千株

発行済株式の総数 普通株式 27,600 

ただし、自己株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずることができる旨定款

で定めている。 

ただし、自己株式の消却が行われた場合には、こ

れに相当する株式数を減ずることができる旨定款

で定めている。 

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式11,674

株である。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式13,078

株である。 

※４ 関係会社に関する注記 ※４ 関係会社に関する注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 
  

売掛金 524,251千円

支払手形 367,961 

買掛金 601,374 

売掛金 525,382千円

支払手形 194,085 

買掛金 503,540 

※５ 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は254,928

千円である。 

※５ 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は645,247

千円である。 

※６ ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額827,658千円が含まれている。 

※６ ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額748,760千円が含まれている。 



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

※１ 関係会社売上高 ※１ 関係会社売上高 

関係会社への売上高は、5,199,248千円である。 関係会社への売上高は、4,786,556千円である。 

※２ 関係会社仕入高 ※２  

関係会社からの原材料仕入高は、3,109,825千円

である。 

―――――

  
※３ 研究開発費への振替 592千円 ※３ 研究開発費への振替 6,133千円

  
※４ 研究開発費の総額 205,700千円 ※４ 研究開発費の総額 153,318千円

※５  ※５ 前期損益修正益の内訳 

関東信越国税局の税務調査による指摘をふまえ、

前事業年度において費用処理した固定資産の取得

価格に算入すべき金額を計上した。 

――――― 

  建物 54,662千円

構築物 20,091 

機械装置 1,680 

工具器具及び備品 4,650 

償却費 △11,735 

  69,348 

※６ 固定資産売却益の内訳 ※６ 固定資産売却益の内訳 
  

その他 2,142千円
―――――

   

※７ 固定資産除却損の内訳 ※７ 固定資産除却損の内訳 
  

  

機械及び装置 123,043千円

建物 67,246 

その他 77,893 

計 268,182 

機械及び装置 21,837千円

建物 2,776 

工具器具及び備品 1,947 

車両及び運搬具 796 

その他 18,863 

計 46,219 



次へ 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

※８ 減損損失 ※８ 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

場所 用途 種類 

新潟県中頸城郡妙

高高原町 
遊休資産 

土地 

無形固定資産 

―――――

当社は、資産グループを、合金鉄事業資産、炭酸

亜鉛事業資産、水素吸蔵合金事業資産、化成品事

業資産、共用資産、遊休資産に分類している。 

グルーピングの単位である各事業及び共用資産に

おいては減損の兆候は無かったが、遊休資産の土

地及び無形固定資産については当事業年度におい

て帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（152,618千円）として特別損失に

計上している。 

その内訳は、土地145,093千円、無形固定資産

7,525千円である。 

なお、当資産グループの回収可能価額については

正味売却価額により測定しており、土地について

は不動産鑑定評価基準に基づいて評価している。 

  



（リース取引関係） 

  

（有価証券関係） 

次へ 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 1,173,235 209,520 963,715

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 1,173,218 308,759 864,459 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 92,548千円

１年超 888,782 

合計 981,330 

１年内 94,844千円

１年超 793,337 

合計 888,181 

    

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 82,375千円

減価償却費相当額 64,268 

支払利息相当額 21,272 

支払リース料 126,173千円

減価償却費相当額 96,912 

支払利息相当額 34,712 

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額について

は、残価保証の取り決めがある場合は当該残価

保証額、それ以外のものは零とする定額法によ

っている。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額について

は、残価保証の取り決めがある場合は当該残価

保証額、それ以外のものは零とする定額法によ

っている。 

５ 利息相当額の計算方法 ５ 利息相当額の計算方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっている。 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっている。 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 子会社株式で時価のあるものはない。 



（税効果会計関係） 

次へ 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

  

（流動資産）繰延税金資産  

棚卸資産評価損 9,557千円

未払事業税 153,779 

その他 4,298 

繰延税金資産（流動）の合計 167,634 

    

（固定資産）繰延税金資産   

退職給付引当金 252,577千円

役員退職慰労引当金 39,247 

減損損失 62,573 

その他 6,608 

小計 361,005 

評価性引当額 △65,282 

繰延税金資産（固定）計 295,723 

    

（固定負債）繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △177,153千円

退職給付信託設定益 △35,619 

その他 △3,190 

繰延税金負債（固定）計 △215,962 

繰延税金資産（固定）の純額 79,761 

（流動資産）繰延税金資産  

鹿島電気炉改修引当金 77,900千円

棚卸資産評価損 21,170 

未払事業税 2,124 

その他 4,444 

繰延税金資産（流動）の合計 105,638 

  

（固定資産）繰延税金資産   

退職給付引当金 209,439千円

未払役員退職慰労金 36,400 

減損損失 62,573 

その他 21,170 

小計 329,582 

評価性引当額 △72,898 

繰延税金資産（固定）計 256,684 

    

（固定負債）繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △448,392千円

退職給付信託設定益 △35,619 

その他 △6,873 

繰延税金負債（固定）計 △490,884 

繰延税金負債（固定）の純額 △234,200 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異が法定実効税率の100分の5以下

であるため記載を省略している。 

法定実効税率 41.0％ 

（調整）交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

3.0 

住民税均等割 1.1 

試験研究費の総額に係る法人税
の特別控除 

△2.3 

過年度法人税、住民税及び 
事業税 

9.3 

前期損益修正 △7.4 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項なし。 

  

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 358円17銭

１株当たり当期純利益 94円48銭

１株当たり純資産額 377円99銭 

１株当たり当期純利益 15円70銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載していない。 

  
前事業年度

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当期純利益（千円） 2,627,003 433,044 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （20,000） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 2,607,003 433,044 

期中平均株式数（株） 27,594,007 27,587,223 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

住金物産㈱ 2,000,000 1,078,000 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 62 80,600 

㈱みずほフィナンシャルグループ 63 60,669 

㈱鹿島アントラーズエフシー 600 60,000 

ＴＤＫ㈱ 6,000 53,220 

住友信託銀行㈱ 39,000 53,118 

㈱大和證券グループ本社 16,000 25,264 

鹿島共同再資源化センター㈱ 100 5,000 

日本電工㈱ 1,000 406 

東京電力㈱ 100 294 

計 2,062,925 1,416,571 

銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

（投資信託受益証券） 
ダイワSRIファンド 

30,000,000 48,723 

計 30,000,000 48,723 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加のうち主なものは、次のとおりである。 

２．当期増加には、関東信越国税局の指摘による、前期において費用処理した固定資産の取得額が含まれている。 

  

 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産       

建物 4,833,425 486,477 23,277 5,296,625 3,382,698 98,992 1,913,927

構築物 1,722,149 57,008 － 1,779,157 1,340,675 36,600 438,482

機械及び装置 12,981,916 325,592 54,283 13,253,225 11,163,157 371,644 2,090,068

車両及び運搬具 107,552 6,455 15,912 98,095 83,770 8,220 14,325

工具器具及び備品 785,831 80,384 26,812 839,403 703,465 36,638 135,938

土地 940,672 － － 940,672 － － 940,672

建設仮勘定 9,447 333,365 9,447 333,365 － － 333,365

有形固定資産計 21,380,992 1,289,281 129,731 22,540,542 16,673,765 552,094 5,866,777

無形固定資産       

ソフトウェア 142,074 3,040 － 145,114 77,567 23,113 67,547

電話加入権 3,592 － － 3,592 － － 3,592

その他 31,177 － － 31,177 12,677 － 18,500

無形固定資産計 176,843 3,040 － 179,883 90,244 23,113 89,639

長期前払費用 39,413 － － 39,413 27,000 6,220 12,413

繰延資産       

─── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

        千円

  （増加） 建物 鹿島工場職場環境整備工事 338,303 

    機械及び装置 鹿島工場電気炉付帯設備増設 75,291 

    建設仮勘定 灰溶融固化設備改造工事 89,230 

      千円

    建物 54,662 

    構築物 20,091 

    機械及び装置 1,680 

    工具器具及び備品 4,650 

    合計 81,083 



【資本金等明細表】 

 （注）１．普通株式のうち当期末における自己株式数は13,078株である。 

２．特別償却準備金の当期増加額は前期末決算の利益処分によるものである。  

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、期首残高の洗替額である。 

２．役員退職慰労引当金の当期減少額は役員退職慰労金制度の廃止に伴う未払金への振替額である。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 3,630,000 － － 3,630,000 

資本金のうち
既発行株式 

普通株式 （株） (27,600,000) （－） （－） (27,600,000)

普通株式 （千円） 3,630,000 － － 3,630,000 

計 （株） (27,600,000) （－） （－） (27,600,000)

計 （千円） 3,630,000 － － 3,630,000 

資本準備 
金及びそ 
の他資本 
剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 2,451,754 － － 2,451,754 

計 （千円） 2,451,754 － － 2,451,754 

利益準備 
金及び任 
意積立金 

（利益準備金） （千円） 303,300 － － 303,300 

（任意積立金）      

特別償却準備金 （千円） － 4,590 － 4,590 

別途積立金 （千円） 230,000 － － 230,000 

計 （千円） 533,300 4,590 － 537,890 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,097 15,673 － 1,097 15,673

役員退職慰労引当金 95,725 4,335 100,060 － －

鹿島電気炉改修引当金 － 190,000 － － 190,000



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

  

ｂ．受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

現金 ４６１ 

預金の種類   

当座預金 １，８５２，９１７ 

普通預金 １０，９３３ 

通知預金 ８００，０００ 

小計 ２，６６３，８５０ 

合計 ２，６６４，３１１ 

相手先別 金額（千円）

阪和興業㈱ １４４，９０４ 

親和物産㈱ ４３，１４７ 

純正化学㈱ ３６，７８２ 

金森藤平商事㈱ ２１，８０１ 

東洋電化工業㈱ １９，１０８ 

その他 ５５，２０７ 

計 ３２０，９４９ 

期日別 金額（千円）

平成18年４月 ６９，９７９ 

５月 ６８，８４２ 

６月 ５９，１３６ 

７月 ９２，７５５ 

８月 ３０，２３７ 

計 ３２０，９４９ 



ｃ．売掛金 

相手先別内訳 

  

回収状況と滞留状況 

  

ｄ．商品 

  

ｅ．製品 

  

ｆ．半製品 

  

 

相手先別 金額（千円）

住友商事㈱ ２，３６６，５６２ 

住金物産㈱ ５８１，６２９ 

住友金属工業㈱ ５１４，３４３ 

三井物産㈱ １８７，９７２ 

丸紅テツゲン㈱ １６２，２１７ 

その他 ９８４，３７２ 

計 ４，７９７，０９５ 

区分 金額（千円） 回収率（％） 滞留期間（月） 

Ａ 前期繰越高 ５，１７３，３０５ Ｄ 
───── 
Ｃ 

Ｅ 
───── 
Ｂ÷12 Ｂ 当期発生高 ２０，３７２，２３７

Ｃ 計 ２５，５４５，５４２

８１．２ ２．８ Ｄ 当期回収高 ２０，７４８，４４７

Ｅ 期末残高 ４，７９７，０９５

品名 金額（千円）

合金鉄 ８２５，４１５ 

機能材料 － 

計 ８２５，４１５ 

品名 金額（千円）

合金鉄 １，１６１，６７７ 

機能材料 ２８７，０１４ 

計 １，４４８，６９１ 

品名 金額（千円）

合金鉄 ５５，７７８ 

機能材料 １３５，３３９ 

計 １９１，１１７ 



ｇ．原材料 

  

ｈ．仕掛品 

  

ｉ．貯蔵品 

  

② 流動負債 

ａ．支払手形 

相手先別内訳 

  

 

品名 金額（千円）

合金鉄 ２，５７１，９８３ 

機能材料 ７４０，５４８ 

計 ３，３１２，５３１ 

品名 金額（千円）

電気炉々内原料ほか ８４，７８４ 

品名 金額（千円）

機械部品ほか １６８，０１１ 

相手先別 金額（千円）

支払手形   

住友商事㈱ ７８４，８７３ 

東京貿易㈱ ６２３，１０９ 

中電興産㈱ １７０，４３８ 

極和商事㈱ ９３，６４０ 

阪和興業㈱ ９２，４６７ 

その他 ８１２，５４５ 

計 ２，５７７，０７２ 

設備関係支払手形   

東芝三菱電機産業システム㈱ １２４，３２０ 

㈱タナベ １０９，５１５ 

住金プラント㈱ ８６，７０４ 

㈱小林組 ７２，５６６ 

中電産業㈱ ２４，４６５ 

その他 １３２，８６９ 

計 ５５０，４３９ 

合計 ３，１２７，５１１ 



期日別内訳 

  

ｂ．買掛金 

  

ｃ．短期借入金 

  

 

項目
  
期日別 

支払手形 設備関係支払手形 

金額（千円） 金額（千円） 

平成18年４月 ９１１，４５７ ９６，５８５ 

５月 ３７４，０５１ １１７，８１９ 

６月 ３０７，４４９ １７１，００４ 

７月 ４６３，８４３ ６，５５２ 

８月 ２９２，０２７ ７８，３７８ 

９月 ２２８，２４５ ８０，１０１ 

計 ２，５７７，０７２ ５５０，４３９ 

相手先別 金額（千円）

住友商事㈱ ７１２，１０４ 

住友金属工業㈱ ２８１，１０６ 

中電興産㈱ ２１７，５６１ 

三菱商事㈱ １４７，９５４ 

東京貿易㈱ １１５，２５９ 

その他 ９７９，０４０ 

計 ２，４５３，０２４ 

借入先 金額（千円）

㈱三井住友銀行 １，８００，０００ 

㈱八十二銀行 ６００，０００ 

㈱常陽銀行 ６００，０００ 

住友信託銀行㈱ ４００，０００ 

㈱第四銀行 ２００，０００ 

㈱みずほコーポレート銀行 ２００，０００ 

㈱阿波銀行 ２００，０００ 

計 ４，０００，０００ 

一年内に返済予定の長期借入金 ５００，０００ 

合計 ４，５００，０００ 



ｄ．長期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項なし。 

  

借入先 金額（千円）

住友信託銀行㈱ １，０００，０００ 

㈱みずほコーポレート銀行 ６００，０００ 

計 １，６００，０００ 

一年内に返済予定の長期借入金 ５００，０００ 

差引 １，１００，０００ 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 3月31日 

定時株主総会 6月中 

株主名簿閉鎖の期間 なし 

基準日 3月31日 

株券の種類 
100株券 500株券 1,000株券 10,000株券及び100株未満の株数を表示す
る株券 

中間配当基準日 9月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社本店及び各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社本店及び各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

企業内容等の開示に関する内閣府令 第三号様式 記載上の注意（49）eに規定する親会社等はない。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第109期）（自 平成16年4月１日 至 平成17年3月31日）平成17年6月30日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第110期中）（自 平成17年4月１日 至 平成17年9月30日）平成17年12月19日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項なし。 



  

  

  

平成１７年６月２９日

  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中央電気工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、中央電気工業株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産

の減損に係る会計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成してい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

独立監査人の監査報告書 

中 央 電 気 工 業 株 式 会 社  

取 締 役 会 御中 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ  

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 後藤 孝男

 

印

 

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 谷合  章

 

印

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



  

  

  

平成１８年６月２９日

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中央電気工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、中央電気工業株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

独立監査人の監査報告書 

中 央 電 気 工 業 株 式 会 社  

取 締 役 会 御中 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ  

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 後藤 孝男

 

印

 

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 谷合  章

 

印

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



  

  

  

平成１７年６月２９日

  

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中央電気工業株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０９期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

中央電気工業株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準の適用が認められ

ることとなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

独立監査人の監査報告書 

中 央 電 気 工 業 株 式 会 社  

取 締 役 会 御中 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ  

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 後藤 孝男

 

印

 

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 谷合  章

 

印

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管している。 



  

  

  

平成１８年６月２９日

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中央電気工業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１１０期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

中央電気工業株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

独立監査人の監査報告書 

中 央 電 気 工 業 株 式 会 社  

取 締 役 会 御中 

監 査 法 人  ト  ー  マ  ツ  

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 後藤 孝男

 

印

 

 指 定 社 員

     

業務執行社員

 公 認 会 計 士 谷合  章

 

印

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管している。 
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